
保安防災・労働安全衛生 化学品・製品安全

レ ス ポ ン シ ブ ル・ケ ア（ R C ）活 動

　2002年の「持続可能な開発に関する世界首脳会議（WSSD）」において合意された「2020年目標」*1の実現のために、2006年の「国
際化学物質管理会議（ICCM）」において、科学的なリスク評価に基づくリスク削減、情報の収集と提供などを進める「国際的な化学物質
管理に関する戦略的アプローチ（SAICM）」が採択されました。当社は、SAICM国内実施計画に沿って、化学製品の全ライフサイクルに
おける人の健康や環境への悪影響の最小化に取り組んでいます。

製品ライフサイクルにおけるリスク評価
　化学製品の研究開発、製造、販売、変更等に至る各段階で、リスク評価（事前評価）を実施しています。バリューチェーンにおける人、環
境へのリスク評価は、生物科学研究所が自社または外注で取得したデータ、文献等の外部データベースの安全性試験データの他、物理
化学的性質、作業環境条件等が基礎となります。リスク評価結果に基き、懸念化学物質の回避や、より安全な化学物質への代替を検討し
ています。これらのリスク評価結果は、トップマネジメントに報告され、社内の全関係者に周知されます。また、技術移転書またはSDS
（安全データシート）等によってバリューチェーン内に伝達されます。
　また、ICCA*2および日化協が推進するGPS*3/JIPS*4活動の一環として、当社の化学製品を対象にリスク評価を行い、リスクに基づい
た適正な管理とともに、その安全性情報をGPS/JIPS安全性要約書にまとめ、公開しています。さらに、日化協が推進する「化学物質が人
の健康や環境に及ぼす影響に関する研究を長期的に支援する国際的な取り組み」であるLRI*5にも参画し、人の健康や環境へのリスク評
価に関する研究の進展に向けた活動をしています。

動物実験に対する配慮
　社会に有用な農薬・医薬品、医療材料そして化学素材の開発研究には、さまざまな生物学的評価が必要です。とくに、実験動物を用いた
試験を全く行わずに、これらの研究を進めることは困難です。生物科学研究所では、動物実験に対し、「動物愛護及び管理に関する法律」等の
法令に則り、その基本理念である3Rの原則（Replacement, Reduction, Refinement）を基本とした規程を制定しています。これに
基づき動物実験委員会で実施の可否の審査、その運用の自己点検を行い、動物福祉に配慮した適正な動物実験実施に努めています。

化学品管理

＊1「2020年までに化学品の製造と使用による人の健康や環境への悪影響の最小化を目指す」

＊2 International Council of Chemical Associations： 国際化学工業協会協議会 ＊3 Global Product Strategy
＊4 Japan Initiative of Product Stewardship ＊5 Long-Range Research Initiative

保安防災
　2015年度は安全確保と安定操業達成、保安力向上を目標に、製造事前評価、プロセスKY、設
備KYを徹底した結果、火災、爆発、漏洩等の事故の発生はありませんでした。重大事故ゼロの継
続に向け、2014年度から工場における安全文化評価の検討を開始し、2015年度に全工場で本
格的な取り組みを行いました。その結果、経営者層、管理者層、作業者層間のコミュニケーション
ギャップ等の重要な課題が抽出されました。今後は課題の克服に努め、全工場で安全文化の醸成
を進めていきます。さらに、2016年度は研究所および関係会社へも安全文化評価の取り組みを
拡大していきます。
　また、工場、研究所ならびに関係会社では、各箇所の立地や地域性を考慮して総合防災訓練、
地震防災、初期消火、連絡通報などの各種訓練を毎年実施し、緊急時あるいは事故発生時に確実
な対応が取れるように備えています。

石油コンビナート総合防災訓練

主なリスク評価項目（これに限らない） リスク評価（事前評価）実績：労働安全衛生
　労働安全衛生に関しても、RCマネジメントシステムのなかで、
PDCAを回す継続的改善によって、労働災害の防止、労働者の健康
増進、快適な職場環境を形成して、各事業所の安全衛生レベルの向
上を図っています。労災が発生した事業所では、徹底した原因究明
を行い、応急対策および恒久対策を実行または計画して、環境安
全・品質保証部および人事部に以下の例のように報告します。環境
安全・品質保証部は当該報告書を全事業所へ、被災者の個人情報を
保護したうえで発信して、類似災害の発生防止に取り組んでいます。
　また、労働災害撲滅のため、2016年度からの3年間で、設備の
安全化対策として総額350百万円の投資を計画しています。

安全成績
　2015年度は、当社として4件の休業災害と6件の不休災害が発
生しました。前年度に比べて休業災害が増加しました。度数率も2
年続けて悪化するという残念な結果でした。作業に潜むハザード
のリスクアセスメントが不十分であったことに加えて、被災者の高
齢化による転倒災害の増加が目立つ結果となりました。リスクアセ
スメントおよび作業前KYの徹底、そして高齢者への配慮を行い、
ゼロ災を目指してさらなる安全活動に取り組みます。

労働災害報告書例
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法令・法規・協定遵守
化学物質の安全性：
ヒト、環境に与える影響
作業者の労働安全衛生
設備および操作の安全
製品の安全性、環境負荷

物流時の安全、安定性
廃棄物減量化
品質保証
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安全トレーニングセンター
　富山工場内にトレーニングセンターを設置し、勤続１０年以内の従業員を対象に、機械・電気・計装の項目につい
て、安全な作業方法を指導しています。具体的には、挟まれ・巻き込まれ体験や、保護具の正しい着用と使用方法な
どの指導を行っています。他工場からの参加もあり、社内全体の安全意識向上に寄与しています。

ＴＯＰＩＣＳ

化学物質の安全性評価
　安全性研究部では、製品やプロセスで使用する原料・中間体の安全性を評価し、安全情報を提供することで、
製品安全性および労働安全を確保しています。具体的には、健康および環境有害性を動物、細菌、水生生物など
を用いて評価を行い、評価結果を研究開発、工業化試験、製造の各段階での適切なリスク管理に役立てるととも
に、お客様に安心してお使いいただけるように、製品の安全性確保に日々努めています。
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